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水 道 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）給水人口及び給水戸数 

当年度末の給水人口は８万８，９４５人で、前年度と比較すると１，３６０人、１．５％の

減少となっているが、普及率は前年度と同じ９９．９％となっている。 

給水戸数は４万６，９００戸で、前年度と比較すると３２１戸、０．７％の減少となってい

る。 

 

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率（％）

（人） 89,062 90,432 △ 1,370 △ 1.5

（人） 88,945 90,305 △ 1,360 △ 1.5

（％） 99.9 99.9 0.0 －

（戸） 46,900 47,221 △ 321 △ 0.7給 水 戸 数

給 水 人 口

区　　　分

総 人 口

普 及 率

 

（２）年間給水量及び有収水量 

年間給水量は１，１０３万６，１８１㎥で、前年度と比較すると４２万６，８４６㎥、    

３．７％の減少となっている。 

有収水量は８５８万９，９３５㎥で、前年度と比較すると２４万９９０㎥、２．７％の減少

となっているが、有収率は７７．８％で、前年度と比較すると０．８ポイント上昇している。 
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（３）主要な建設改良事業 

当年度の建設改良事業の主な内訳は、チマイベツ系送水管改良工事、千歳浄水場高速凝集沈

澱池駆動装置ほか改良工事となっている。 

導送配水管延長は５９万２，２５８ｍとなり、前年度と比較すると３０５ｍ、０．１％の増

加となっている。 

 

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率（％）

（ｍ） 592,258 591,953 305 0.1

区　　　分

導 送 配 水 管 延 長
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２ 予算執行状況 

  当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

1,905,878,000 1,929,046,718 0 23,168,718 101.2

1,665,092,000 1,690,182,165 0 25,090,165 101.5

208,835,000 207,113,200 0 △ 1,721,800 99.2

31,951,000 31,751,353 0 △ 199,647 99.4

1,928,592,000 1,837,619,562 0 90,972,438 95.3

1,499,181,000 1,410,210,464 0 88,970,536 94.1

228,913,000 228,911,892 0 1,108 100.0

198,498,000 198,497,206 0 794 100.0

2,000,000 0 0 2,000,000 0.0

△ 22,714,000 91,427,156 － － －

特 別 損 失

収　  支　  差　  引

科　　　目

水 道 事 業 費 用

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

水 道 事 業 収 益

予 備 費

営 業 収 益

営 業 外 収 益

 

水道事業収益の決算額は１９億２，９０４万円で、予算現額１９億５８７万円に対して   

１０１．２％の執行率となっている。 

水道事業費用の決算額は１８億３，７６１万円で、予算現額１９億２，８５９万円に対して  

９５．３％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

309,836,000 139,394,774 0△ 170,441,226 45.0

170,000,000 0 0△ 170,000,000 0.0

15,360,000 15,216,000 0 △ 144,000 99.1

19,476,000 19,178,774 0 △ 297,226 98.5

105,000,000 105,000,000 0 0 100.0

1,013,041,000 970,439,321 0 42,601,679 95.8

656,249,000 613,694,915 0 42,554,085 93.5

355,553,000 355,551,299 0 1,701 100.0

1,239,000 1,193,107 0 45,893 96.3

△ 703,205,000△ 831,044,547 － － －

企 業 債 償 還 金

工 事 負 担 金

収　  支　  差　  引

科　　　目

資 本 的 支 出

補 助 金 返 還 金

他会計貸付金償還金

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費

企 業 債

補 助 金

 

資本的収入の決算額は１億３，９３９万円で、予算現額３億９８３万円に対して４５．０％の

執行率となっている。 

資本的支出の決算額は９億７，０４３万円で、予算現額１０億１，３０４万円に対して    

９５．８％の執行率となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額８億３，１０４万円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額３，７８２万円、減債積立金３億５，５５５万円、過年度分損益勘

定留保資金４億３，７６７万円で補填されている。 
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（３）その他の予算事項 

ア 一時借入金 

    予算第６条に定める一時借入金限度額は２億円であるが、当年度の一時借入はなかった。 

イ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

    予算第８条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費についてはその範囲内で執行されており、交際費については執行されなかった。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

538,313,000 489,168,862 49,144,138 90.9

40,000 0 40,000 0.0

区　　　分

職 員 給 与 費

交 際 費
 

ウ 他会計からの補助金 

    予算第９条に定める予算額１，１５８万円に対し、決算額は１，１５６万円となっている。 

    なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

11,539,000 11,593,329 54,329 100.5

10,843,000 10,531,329 △ 311,671 97.1

負 担 金 310,000 248,793 △ 61,207 80.3

補 助 金 10,533,000 10,282,536 △ 250,464 97.6

696,000 1,062,000 366,000 152.6

補 助 金 696,000 1,062,000 366,000 152.6

360,000 216,000 △ 144,000 60.0

360,000 216,000 △ 144,000 60.0

11,899,000 11,809,329 △ 89,671 99.2

11,589,000 11,560,536 △ 28,464 99.8

310,000 248,793 △ 61,207 80.3

収 益 的 収 入

負 担 金

補 助 金

営 業 収 益

営 業 外 収 益

資 本 的 収 入

補 助 金

合　　　計

区　　　分

 

エ たな卸資産購入限度額 

    たな卸資産の購入額は５，５４７万円で、予算第１０条に定めるたな卸資産購入限度額 

７，５２１万円の範囲内の執行となっている。 
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３ 経営成績 

  当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）損 益 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

1,573,246,330 1,605,411,672 △ 32,165,342 △ 2.0

給 水 収 益 1,451,166,181 1,488,450,465 △ 37,284,284 △ 2.5

受 託 工 事 収 益 34,164,200 21,704,600 12,459,600 57.4

他 会 計 負 担 金 41,814,639 39,894,442 1,920,197 4.8

他 会 計 補 助 金 9,587,822 9,644,532 △ 56,710 △ 0.6

そ の 他 営 業 収 益 36,513,488 45,717,633 △ 9,204,145 △ 20.1

1,377,745,460 1,423,807,834 △ 46,062,374 △ 3.2

原 水 費 89,990,597 82,723,525 7,267,072 8.8

浄 水 費 143,585,487 139,848,116 3,737,371 2.7

配 水 費 107,160,643 92,822,879 14,337,764 15.4

給 水 費 91,865,616 60,498,579 31,367,037 51.8

漏 水 防 止 費 19,469,923 34,336,976 △ 14,867,053 △ 43.3

受 託 工 事 費 31,494,347 20,185,952 11,308,395 56.0

業 務 費 87,663,313 88,100,200 △ 436,887 △ 0.5

総 係 費 74,557,866 186,611,177 △ 112,053,311 △ 60.0

減 価 償 却 費 695,554,434 682,873,238 12,681,196 1.9

資 産 減 耗 費 36,403,234 35,807,192 596,042 1.7

195,500,870 181,603,838 13,897,032 7.7

195,420,760 145,373,906 50,046,854 34.4

受 取 利 息 1,171,523 1,362,894 △ 191,371 △ 14.0

他 会 計 補 助 金 1,062,000 860,000 202,000 23.5

長 期 前 受 金 戻 入 44,320,338 0 44,320,338 －

雑 収 益 148,866,899 143,151,012 5,715,887 4.0

175,223,885 180,925,976 △ 5,702,091 △ 3.2

支 払 利 息 174,169,392 180,327,362 △ 6,157,970 △ 3.4

雑 支 出 1,054,493 598,614 455,879 76.2

215,697,745 146,051,768 69,645,977 47.7

31,751,353 832,313 30,919,040 3,714.8

固 定 資 産 売 却 益 0 832,313 △ 832,313 △ 100.0

そ の 他 特 別 利 益 31,751,353 0 31,751,353 －

198,494,751 2,538,465 195,956,286 7,719.5

過 年 度 損 益 修 正 損 335,106 2,436,639 △ 2,101,533 △ 86.2

そ の 他 特 別 損 失 198,159,645 101,826 198,057,819 194,506.1

48,954,347 144,345,616 △ 95,391,269 △ 66.1

1,111,686,225 1,322,861,609 △ 211,175,384 △ 16.0

1,530,267,002 0 1,530,267,002 －

2,690,907,574 1,467,207,225 1,223,700,349 83.4

－ △ 355,521,000 － －

－ 1,111,686,225 － －翌年度繰越利益剰余金

営 業 外 収 益

特 別 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

未処分利益剰余金処分額

科　　　目

営 業 収 益

前年度繰越利益剰余金

当年度純利益（△損失）

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 費 用

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 費 用

特 別 損 失
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  ア 営業収益 

営業収益は１５億７，３２４万円で、前年度と比較すると３，２１６万円、２．０％の減

少となっている。 

このうち給水収益は１４億５，１１６万円で、前年度と比較すると３，７２８万円、   

２．５％の減少となっている。これは、給水人口及び有収水量が減少したことによるもので

ある。 

  イ 営業費用・営業損益 

営業費用は１３億７，７７４万円で、前年度と比較すると４，６０６万円、３．２％の減

少となっている。 

    これは主として、給水費、配水費、減価償却費及び受託工事費が増加したものの、総係費

が減少したことによるものである。 

営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は１億９，５５０万円で、前年度と比較する

と１，３８９万円、７．７％の増加となっている。 

  ウ 営業外収益・営業外費用・経常損益 

    営業外収益は１億９，５４２万円で、前年度と比較すると５，００４万円、３４．４％の

増加となっている。 

    これは主として、新公営企業会計基準の適用に伴い長期前受金戻入が生じたことによるも

のである。 

    営業外費用は１億７，５２２万円で、前年度と比較すると５７０万円、３．２％の減少と

なっている。 

    これは主として、支払利息が減少したことによるものである。 

    営業利益に営業外収益及び営業外費用を加減した経常利益は２億１，５６９万円で、前年

度と比較すると６，９６４万円、４７．７％の増加となっている。 

  エ 特別利益・特別損失・当年度純損益 

    特別利益は３，１７５万円で、前年度と比較すると３，０９１万円、３，７１４．８％の

増加となっている。 

これは、その他特別利益が増加したことによるものである。 

特別損失は１億９，８４９万円で、前年度と比較すると１億９，５９５万円、      

７，７１９．５％の増加となっている。 

    これは主として、新公営企業会計基準の適用に伴い退職給付引当金などの引当金の計上が

義務化されたことなどにより、その他特別損失が増加したことによるものである。 

    経常利益に特別利益及び特別損失を加減した当年度純利益は４，８９５万円となり、前年

度繰越利益剰余金に当該純利益及びその他未処分利益剰余金変動額１５億３，０２６万円を

加えた当年度未処分利益剰余金は２６億９，０９０万円となっている。 
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なお、総収益、総費用及び当年度未処分利益剰余金の最近５事業年度の推移は、次のとお

りである。 

1,825,551
1,796,564 1,768,546 1,751,618

1,800,418
1,838,648

1,710,786 1,667,817 1,607,272
1,751,464

1,383,651 1,469,429
1,570,159

1,467,207

2,690,908

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(千円)
総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処分利益剰余金

 

（２）経営成績の分析 

  ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
増　減
（２６－２５）

130.7 113.2 110.5 112.8 114.2 1.4

114.2 108.0 106.4 109.1 113.9 4.8

99.3 105.0 106.0 109.0 102.8 △ 6.2

区　　　分

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動によってもたらされた収益とそれに

要した費用との対比を表すもので、これによって営業活動の成否が判断され、１２０％以上であることが望ま

しい。 

 （注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを表すものであり、１００％未満であれば経常損失が発生していることを示す。 

 （注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、収益と費用の相対的な関連を示すものであり、高いほど良好と

されている。 

 

営業収支比率は利益が発生していることから１１４．２％となっており、前年度と比較する

と１．４ポイントの上昇となっている。 

経常収支比率は利益が発生していることから１１３．９％となっており、前年度と比較する

と４．８ポイントの上昇となっている。 

また、総収支比率は利益が発生していることから１０２．８％となっているが、前年度と比

較すると６．２ポイントの低下となっている。 
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イ 供給単価及び給水原価 

供給単価及び給水原価を前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

（単位：円、㎥、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

（A） 8,589,935 8,830,925 △ 240,990 △ 2.7

（B） 1,451,166,181 1,488,450,465 △ 37,284,284 △ 2.5

（C） 1,330,613,486 1,443,045,406 △ 112,431,920 △ 7.8

（B/A） 168.94 168.55 0.39 0.2

（C/A） 154.90 163.41 △ 8.51 △ 5.2

14.04 5.14 8.90 －

供 給 単 価

差　　　引

※ 給水費用 = 総費用 - （受託事業費 + 特別損失+長期前受金戻入+浄水処理業務等受託料相当額）

給 水 原 価

区　　　分

有 収 水 量

給 水 収 益

給 水 費 用

 

  当年度の有収水量１㎥当たりの給水原価は１５４円９０銭、これに対する供給単価は１６８円

９４銭であり、差引は１４円４銭となっている。 

これを前年度と比較すると、給水原価で８円５１銭の減少、供給単価で３９銭の増加、差引は

８円９０銭の増加となっている。 
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４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

なお、平成２５年度の数値については、平成２６年度からの新公営企業会計基準の適用に伴う

移行後の数値を使用している。移行の内容は１９ページの（参考）のとおりである。 

（１）資 産 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

15,304,885,322 15,618,700,195 △ 313,814,873 △ 2.0

14,982,905,965 15,082,398,273 △ 99,492,308 △ 0.7

土 地 483,280,082 451,528,729 31,751,353 7.0

立 木 663,091 663,091 0 0.0

建 物 342,644,733 346,518,929 △ 3,874,196 △ 1.1

構 築 物 11,831,850,269 11,924,048,682 △ 92,198,413 △ 0.8

機 械 及 び 装 置 2,294,848,396 2,326,804,930 △ 31,956,534 △ 1.4

車 両 運 搬 具 6,305,309 3,293,581 3,011,728 91.4

工具器具及び備品 23,314,085 29,540,331 △ 6,226,246 △ 21.1

6,979,357 11,301,922 △ 4,322,565 △ 38.2

電 話 加 入 権 90,600 90,600 0 0.0

その他無形固定資産 6,888,757 11,211,322 △ 4,322,565 △ 38.6

315,000,000 525,000,000 △ 210,000,000 △ 40.0

他 会 計 貸 付 金 315,000,000 525,000,000 △ 210,000,000 △ 40.0

1,510,716,270 1,281,290,232 229,426,038 17.9

199,414,456 156,063,570 43,350,886 27.8

190,290,186 209,019,274 △ 18,729,088 △ 9.0

未 収 金 195,975,249 214,485,274 △ 18,510,025 △ 8.6

貸 倒 引 当 金 △ 5,685,063 △ 5,466,000 △ 219,063 △ 4.0

16,011,628 16,207,388 △ 195,760 △ 1.2

1,000,000,000 900,000,000 100,000,000 11.1

105,000,000 0 105,000,000 －

16,815,601,592 16,899,990,427 △ 84,388,835 △ 0.5

未 収 金

有 形 固 定 資 産

短 期 貸 付 金

資 産 合 計

投 資

現 金 預 金

流 動 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貯 蔵 品

無 形 固 定 資 産

科　　　目

固 定 資 産

 

  資産合計は１６８億１，５６０万円で、前年度と比較すると８，４３８万円、０．５％の減少

となっている。 

 ア 固定資産 

   固定資産は１５３億４８８万円で、前年度と比較すると３億１，３８１万円、２．０％の減

少となっている。 

   これは主として、他会計貸付金が減少したことと、構築物、機械及び装置の減価償却に伴う

資産減によるものである。 

 イ 流動資産 

   流動資産は１５億１，０７１万円で、前年度と比較すると２億２，９４２万円、１７．９％

の増加となっている。 
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これは主として、未収金が減少したものの、その他流動資産及び短期貸付金が増加したこと

によるものである。 

   なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとおり

である。 

 

（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

2,068,441,4921,878,662,360 0 189,779,132 90.8

営 業 未 収 金 1,690,182,1651,543,450,485 0 146,731,680 91.3

営 業 外 未 収 金 207,113,200 183,244,522 0 23,868,678 88.5

そ の 他 未 収 金 171,146,127 151,967,353 0 19,178,774 88.8

214,116,702 206,224,803 1,695,782 6,196,117 97.1

営 業 未 収 金 166,503,250 158,620,063 1,695,782 6,187,405 96.2

営 業 外 未 収 金 12,403,452 12,394,740 0 8,712 99.9

そ の 他 未 収 金 35,210,000 35,210,000 0 0 100.0

2,282,558,1942,084,887,163 1,695,782 195,975,249 91.4合　　計

現 年 度 未 収 金

過 年 度 未 収 金

科　　　目

 

 

（単位：円、％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

9,543,600 5,822,757 5,687,160 6,816,400 6,196,117

96.7 97.3 96.7 95.8 97.1

区　　　分

過 年 度 未 収 金

収 入 率
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（２）負債及び資本 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

8,000,662,199 8,375,092,997 △ 374,430,798 △ 4.5

7,623,516,541 7,951,288,320 △ 327,771,779 △ 4.1

377,145,658 423,804,677 △ 46,659,019 △ 11.0

退 職 給 付 引 当 金 297,040,777 341,709,796 △ 44,669,019 △ 13.1

修 繕 引 当 金 80,104,881 82,094,881 △ 1,990,000 △ 2.4

499,567,263 448,525,976 51,041,287 11.4

327,771,779 355,551,299 △ 27,779,520 △ 7.8

86,133,597 39,718,098 46,415,499 116.9

73,834,600 34,535,579 39,299,021 113.8

11,827,287 18,721,000 △ 6,893,713 △ 36.8

賞 与 引 当 金 10,027,062 15,893,000 △ 5,865,938 △ 36.9

法定福利費引当金 1,800,225 2,828,000 △ 1,027,775 △ 36.3

1,101,961,946 1,109,980,617 △ 8,018,671 △ 0.7

2,392,576,674 2,356,378,903 36,197,771 1.5

△ 1,290,614,728 △ 1,246,398,286 △ 44,216,442 △ 3.5

9,602,191,408 9,933,599,590 △ 331,408,182 △ 3.3

4,462,340,651 4,462,340,651 0 0.0

2,751,069,533 2,504,050,186 247,019,347 9.9

60,161,959 60,161,959 0 0.0

受 贈 財 産 評 価 額 60,161,959 60,161,959 0 0.0

2,690,907,574 2,443,888,227 247,019,347 10.1

減 債 積 立 金 0 29,769 △ 29,769 △ 100.0

当年度未処分利益剰余金 2,690,907,574 2,443,858,458 247,049,116 10.1

7,213,410,184 6,966,390,837 247,019,347 3.5

16,815,601,592 16,899,990,427 △ 84,388,835 △ 0.5

資 本 合 計

剰 余 金

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

企 業 債

企 業 債

引 当 金

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債

資 本 金

収 益 化 累 計 額

未 払 金

預 り 金

引 当 金

長 期 前 受 金

科　　　目

固 定 負 債

 

 ア 負 債 

負債合計は９６億２１９万円で、前年度と比較すると３億３，１４０万円、３．３％の減少

となっている。 

（ア）固定負債 

    固定負債は８０億６６万円で、前年度と比較すると３億７，４４３万円、４．５％の減少

となっている。 

    これは主として、１年を超えて償還される企業債及び退職給付引当金が減少したことによ

るものである。 

（イ）流動負債 

    流動負債は４億９，９５６万円で、前年度と比較すると５，１０４万円、１１．４％の増

加となっている。 
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    これは主として、１年以内に償還される企業債が減少したものの、未払金及び預り金が増

加したことによるものである。 

    なお、企業債未償還残高は７９億５，１２８万円で、前年度と比較すると３億５，５５５

万円の減少となっている。 

 

835,000

200,000
148,000 150,000

0

733,987

340,982

442,915

247,267

355,551

8,840,005 8,699,022
8,404,107 8,306,840

7,951,288

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(千円)(千円)

企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

（借入高・

償還高）
（残高）

 

 （ウ）繰延収益 

   繰延収益は１１億１９６万円で、前年度と比較すると８０１万円、０．７％の減少となって

いる。 

   これは、長期前受金が増加したものの、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が減少

したことによるものである。 

 イ 資 本 

資本合計は７２億１，３４１万円で、前年度と比較すると２億４，７０１万円、３．５％の

増加となっている。 

（ア）資本金 

    資本金は４４億６，２３４万円で、前年度と同額となっている。 

（イ）剰余金 

    剰余金は２７億５，１０６万円で、前年度と比較すると２億４，７０１万円、９．９％の

増加となっている。 

    これは主として、当年度未処分利益剰余金が増加したことによるものである。 
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（３）財政状態の分析 

   経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
増　減
（２６－２５）

46.3 46.8 48.2 41.2 42.9 1.7

97.3 95.2 94.7 101.8 100.6 △ 1.2

396.0 584.9 648.4 285.7 302.4 16.7

区　　　分

自己資本構成比率

固定長期適合率

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。
 

 （注）１ 自己資本構成比率（自己資本／総資本×１００）は、総資本（資本＋負債）のうち自己資本（自己資本金＋

剰余金）が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２５年度におけ

る新公営企業会計基準の適用に伴う移行前の数値による水道事業会計の全国平均は７０．０％）。 

 （注）２ 固定長期適合率（固定資産／（自己資本＋固定負債）×１００）は、長期資本に対する固定資産の割合を示

し、１００％以下であることが望ましいとされている。 

 （注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上である。 

 

自己資本構成比率は４２．９％となり、前年度と比較すると剰余金が増加したことにより 

１．７ポイントの上昇となっている。 

固定長期適合率は１００．６％となり、前年度と比較すると固定資産が減少し、剰余金が増

加したことにより１．２ポイントの低下となっている。 

また、流動比率は３０２．４％となり、前年度と比較すると流動資産が増加したことにより

１６．７ポイントの上昇となっており、引き続き短期の支払能力が安定していることを示して

いる。 
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５ キャッシュ･フローの状況 

  当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

（単位：円）

２６年度 ２５年度 増　　減

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失） 48,954,347 144,345,616 △ 95,391,269

減価償却費 695,554,434 682,873,238 12,681,196

退職給付引当金の増減額（△は減少） 129,208,981 100,000,000 29,208,981

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,685,063 0 5,685,063

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,027,062 0 10,027,062

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 1,800,225 0 1,800,225

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 1,990,000 △ 36,209,500 34,219,500

長期前受金戻入額 △ 44,320,338 0 △ 44,320,338

その他特別利益 △ 31,751,353 0 △ 31,751,353

受取利息 △ 1,171,523 △ 1,362,894 191,371

支払利息 174,169,392 180,327,362 △ 6,157,970

固定資産除却損 18,443,234 35,807,192 △ 17,363,958

未収金の増減額（△は増加） 18,510,025 △ 49,936,711 68,446,736

未払金の増減額（△は減少） 46,415,499 △ 107,016,552 153,432,051

預り金の増減額（△は減少） 39,299,021 19,472,965 19,826,056

貯蔵品の増減額（△は増加） 195,760 95,300 100,460

1,109,029,829 968,396,016 140,633,813

利息の受取額 1,171,523 1,362,894 △ 191,371

利息の支払額 △ 174,169,392 △ 180,327,362 6,157,970

936,031,960 789,431,548 146,600,412

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 575,162,242 △ 640,163,492 65,001,250

無形固定資産の取得による支出 △ 169,200 △ 5,623,650 5,454,450

長期貸付金の償還による収入 105,000,000 65,000,000 40,000,000

国庫補助金による収入 15,000,000 26,000,000 △ 11,000,000

国庫補助金の返還による支出 △ 1,193,107 △ 1,235,155 42,048

一般会計からの繰入による収入 216,000 384,000 △ 168,000

工事負担金による収入 19,178,774 51,325,821 △ 32,147,047

固定資産売却による収入 0 5,187 △ 5,187

△ 437,129,775 △ 504,307,289 67,177,514

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金による収入 2,320,000,000 2,265,000,000 55,000,000

短期貸付金による支出 △ 2,420,000,000△ 2,565,000,000 145,000,000

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 0 150,000,000 △ 150,000,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 355,551,299 △ 247,267,231 △ 108,284,068

△ 455,551,299 △ 397,267,231 △ 58,284,068

43,350,886 △ 112,142,972 155,493,858

156,063,570 268,206,542 △ 112,142,972

199,414,456 156,063,570 43,350,886資金期末残高

合　　　計

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

合　　　計

小　　　計

合　　　計

区　　　分
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キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た９億３，６０３

万円を、投資活動に４億３，７１２万円、財務活動に４億５，５５５万円充てた結果、      

４，３３５万円増加したため、期末残高は１億９，９４１万円となっている。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状態を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純利益４，８９５万円を計上し、減価償却

費が６億９，５５５万円、退職給付引当金の増加が１億２，９２０万円あったことなどによ

り９億３，６０３万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の償還による収入が１億５００万円あ

ったものの、有形固定資産の取得による支出が５億７，５１６万円あったことなどにより 

４億３，７１２万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、企業債の償還による支出などにより４億    

５，５５５万円の資金を使用した。 

 

６ 意見 

水道事業会計の平成２６年度決算においては、当年度純利益が４，８９５万円となっており、

前年度繰越利益剰余金に当該純利益及びその他未処分利益剰余金変動額を加えた当年度未処分

利益剰余金は前年度から８３．４％増加した２６億９，０９０万円となっている。 
また、財政状態では、流動比率等の財務比率も高水準を維持しており、経営状況は引き続き健

全な状態にある。 
建設改良事業としては、チマイベツ系送水管改良工事や千歳浄水場高速凝集沈澱池駆動装置ほ

か改良工事などが行われている。 
水道は、市民生活や社会経済活動を営む上で欠かせないライフラインであり、安全で良質な水

道水を安定的に供給することが求められているが、今後、節水意識の高まりや人口の減少等によ

り、給水収益への影響が予想されるとともに、老朽化した管路等の設備更新などへの資金需要の

増加が見込まれている。 
今後とも、これらの見通しを踏まえながら、平成２２年９月に策定した「室蘭市水道ビジョン」

に基づき、耐震性に配慮した老朽管の更新など災害に強い水道施設の整備を計画的に進めるとと

もに、経営の効率化、財政基盤の強化を図りながら、経営の健全性の維持に努めるよう望むもの

である。 
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（参考）新公営企業会計基準の適用に伴う移行貸借対照表 

 

（単位：円）

２５年度決算 増 減 移行後
15,727,602,266 108,902,071 15,618,700,195

15,191,300,344 108,902,071 15,082,398,273
土 地 451,528,729 451,528,729

立 木 663,091 663,091
建 物 346,518,929 346,518,929

構 築 物 11,958,589,508 34,540,826 11,924,048,682
機 械 及 び 装 置 2,401,166,175 74,361,245 2,326,804,930
車 両 運 搬 具 3,293,581 3,293,581

工 具 器 具 及 び 備 品 29,540,331 29,540,331
11,301,922 11,301,922

電 話 加 入 権 90,600 90,600
その他無形固定資産 11,211,322 11,211,322

525,000,000 525,000,000

他 会 計 貸 付 金 525,000,000 525,000,000
1,286,756,232 5,466,000 1,281,290,232

156,063,570 156,063,570
214,485,274 5,466,000 209,019,274

未 収 金 214,485,274 214,485,274
貸 倒 引 当 金 5,466,000 △ 5,466,000

16,207,388 16,207,388

900,000,000 900,000,000
17,014,358,498 114,368,071 16,899,990,427

249,926,677 8,125,166,320 8,375,092,997
7,951,288,320 7,951,288,320

249,926,677 173,878,000 423,804,677

退 職 給 付 引 当 金 167,831,796 173,878,000 341,709,796
修 繕 引 当 金 82,094,881 82,094,881

74,253,677 374,272,299 448,525,976
355,551,299 355,551,299

39,718,098 39,718,098
34,535,579 34,535,579

18,721,000 18,721,000

賞 与 引 当 金 15,893,000 15,893,000
法 定 福 利 費 引 当 金 2,828,000 2,828,000

2,356,378,903 1,246,398,286 1,109,980,617
2,356,378,903 2,356,378,903

1,246,398,286△ 1,246,398,286

324,180,354 10,855,817,522 1,246,398,286 9,933,599,590
12,769,180,270 8,306,839,619 4,462,340,651

4,462,340,651 4,462,340,651
8,306,839,619 8,306,839,619 0

企 業 債 8,306,839,619 8,306,839,619 0
3,920,997,874 1,174,716,233 2,591,663,921 2,504,050,186
2,453,760,880 2,393,598,921 60,161,959

国 庫 補 助 金 253,851,248 253,851,248 0
他 会 計 補 助 金 208,410,000 208,410,000 0

工 事 負 担 金 1,326,699,104 1,326,699,104 0
受 贈 財 産 評 価 額 664,800,528 604,638,569 60,161,959

1,467,236,994 1,174,716,233 198,065,000 2,443,888,227

減 債 積 立 金 29,769 29,769
当年度未処分利益剰余金 1,467,207,225 1,174,716,233 198,065,000 2,443,858,458

16,690,178,144 1,174,716,233 10,898,503,540 6,966,390,837
17,014,358,498 12,030,533,755 12,144,901,826 16,899,990,427

※移行による財政分析比率の変動
49.3 41.2
92.8 101.8

1,732.9 285.7

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

企 業 債

企 業 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資 本 金
自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

預 り 金
引 当 金

負 債 合 計

未 払 金

流 動 資 産
現 金 預 金

貯 蔵 品
短 期 貸 付 金

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

未 収 金

固 定 負 債

引 当 金

流 動 負 債

科　　　目
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

自 己 資 本 構 成 比 率
固 定 長 期 適 合 率
流 動 比 率

⇒

 
○「借入資本金」に計上していた「企業債」のうち、１年を超えて償還するものは「固定負債」に、１年以内に償還する

ものは「流動負債」に移行 

○「退職給付引当金」を「固定負債」として計上し、その他の「引当金（賞与引当金、貸倒引当金等）」についても一定の

要件に該当するものを「流動負債」（貸倒引当金は「流動資産」の減額）に計上 

○「資本剰余金」に計上していた償却資産の取得等のための補助金等を「長期前受金」に移行し、当該補助金等相当額に

係る減価償却見合い分については「収益化累計額」に減額で計上 


